
Ⅳ 行動制限■入院中の処遇について  
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在院患者の処遇状況  
（在院患者に占める隔離・身体拘束の割合）  

（平成18年6月30日現在）  

12．00％  

10．00％  

0．00％  

北青岩宮秋山福茨栃群埼千束神新富石福山長岐静愛三滋京大兵奈和島島岡広山徳香愛高福佐長熊大宮鹿沖札仙さ千横川静名京大堺神広北福  

海森手城田形島城木馬玉葉京奈潟山川井梨野阜岡知重賀都阪庫良歌取根山鳥口島川媛知岡賀崎本分崎児縄幌台い葉浜崎岡古都阪市戸島九同  

道  川  山  鳥 市市た市市市市屋市市 市市州市  

ま  市  市  

市   
資料：精神一障害保健課調  
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精神保健及び精神障害者福祉に関する法律  

（昭和二十五年法律第百二十三号）（抄）  

（処遇）  

第三十六条 精神科病院の管理者は、入院中の者につき、その医療又は保護に欠くことのできない限度に   

おいて、その行動について必要な制限を行うことができる。  

2 精神科病院の管理者は、前項の規定にかかわらず、信書の発受の制限、都道府県その他の行政機関の  

職員との面会の制限その他の行動の制限であって、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を  

聴いて定める行動の制限につし＼ては、これを行うことができない。  

3 第一項の規定による行動の制限のうち、厚生労働大臣があらかじめ社会保障審議会の意見を聴いて定  

める患者の隔離その他の行動の制限は、指定医が必要と認める場合でなければ行うことができない。   

第三十七条 厚生労働大臣は、前条に定めるもののほか、精神科病院に入院中の者の処遇について必要   

な基準を定めることができる。  

2 前項の基準が定められたときは、精神科病院の管理者は、その基準を遵守しなければならない。  

3 厚生労働大臣は、第一項の基準を定めようとするときは、あらかじめ、社会保障審議会の意見を聴かなけ  

ればならない。  

精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十六条第三項の  

規定に基づき厚生労働大臣が定める行動の制限（厚生省告示第百二十九号）  

一  患者の隔離（内側から患者本人の意思によっては出ることができない部屋の中へ一人だけ入室させ   
ることにより当該患者を他の患者から遮断する行動の制限をいい、十二時間を超えるものに限る。）  

二 身体的拘束（衣類又は綿入り帯等を使用して、一時的に当該患者の身体を拘束し、その運動を抑制   
する行動の制限をいう。）  
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精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十七条第一項  

の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生省告示第百三十号）（抄）  

第三 患者の隔離について  

一 基本的な考え方  

（－）患者の隔離（以下「隔離」という。）は、患者の症状からみて、本人又は周囲の者に危険が及ぶ可能性が著しく高   
く、隔離以外の方法ではその危険を回避することが著しく困難であると判断される場合に、その危険を最小限に減ら  
し、患者本人の医療又は保護を図ることを目的として行われるものとする。  
（ニ）隔離は、当該患者の症状からみて、その医療又は保護を図る上でやむを得ずなされるものであって、制裁や懲   
罰あるいは見せしめのために行われるようなことは厳にあってはならないものとする。～（二） 略  

（三）十二時間を超えない隔離については精神保健指定医の判断を要するものではないが、この場合にあってもその   
要否の判断は医師によって行われなければならないものとする。  
（四）なお、本人の意思により閉鎖的環境の部屋に入室させることもあり得るが、この場合には隔離には当たらないも   
のとする。この場合においては、本人の意思による入室である旨の書面を得なければならないものとする。   

二 対象となる患者に関する事項   

隔離の対象となる患者は、主として次のような場合に該当すると認められる患者であり、隔離以外によい代替方法   
がない場合において行われるものとする。  

ア～オ （略）   

三 遵守事項  

（－）隔離を行っている閉鎖的環境の部屋に更に患者を入室させることはあってはならないものとする。また、既に患   
者が入室している部屋に隔離のため他の患者を入室させることはあってはならないものとする。  
（二）隔離を行うに当たっては、当該患者に対して隔離を行う理由を知らせるよう努めるとともに、隔離を行った旨及   
びその理由並びに隔離を開始した日時及び解除した日時を診療録に記載するものとする。  
（三）隔離を行っている間においては、定期的な会話等による注意深い臨床的観察と適切な医療及び保護が確保さ  
れなければならないものとする。  

（四）隔離を行っている間においては、洗面、入浴、掃除等患者及び部屋の衛生の確保に配慮するものとする。  
（五）隔離が漫然と行われることがないように、医師は原則として少なくとも毎日一回診察を行うものとする。  
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精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十七条第一項  

の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生省告示第百三十号）（抄）  

第四 身体的拘束について  

一 基本的な考え方  

（－）身体的拘束は、制限の程度が強く、また、二次的な身体的障害を生ぜしめる可能性もあるため、代替方  
法が見出されるまでの間のやむを得ない処置として行われる行動の制限であり、できる限り早期に他の方  
法に切り替えるよう努めなければならないものとする。  

（二）身体的拘束は、当該患者の生命を保護すること及び重大な身体損傷を防ぐことに重点を置いた行動の  

制限であり、制裁や懲罰あるいは見せしめのために行われるようなことは厳にあってはならないものとす  

る。  
（三）身体的拘束を行う場合は、身体的拘束を行う目的のために特別に配慮して作られた衣類又は綿入り帯  
等を使用するものとし、手錠等の刑具類や他の目的に使用される紐、縄その他の物は使用してはならない  
ものとする。   

二 対象となる患者に関する事項   

身体的拘束の対象となる患者は、主として次のような場合に該当すると認められる患者であり、身体的拘束   

以外によい代替方法がない場合において行われるものとする。   

ア 自殺企図又は自傷行為が著しく切迫している場合   

イ 多動又は不穏が顕著である場合   

ウ ア又はイのほか精神障害のために、そのまま放置すれば患者の生命にまで危険が及ぶおそれがある  

場合  

三 遵守事項  

（－）身体的拘束に当たっては、当該患者に対して身体的拘束を行う理由を知らせるよう努めるとともに、身  
体的拘束を行った旨及びその理由並びに身体的拘束を開始した日時及び解除した日時を診療録に記載  

するものとする。  
（二）身体的拘束を行っている間においては、原則として常時の臨床的観察を行い、適切な医療及び保護を  
確保しなければならないものとする。  

（三）身体的拘束が漫然と行われることがないように、医師は頻回に診察を行うものとする。   



医療観察法による入院者と措置入院者の拘束状況の比較①  

Ⅰ研究概要  
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医療観察法で定められた指定入院医療機関で実施されている医療の実態をモニタリングし、  
CPA－J（CareProgrammeApproachinJapan）の効果を評価するために、医療観察法による  

入院者25名と、性別・年齢、診断、重大な他害行為をマッチさせた措置入院者25名について、  
隔離・拘束状況、薬物の種類・投与量の比較を行った。  

【調査期間】  

2005年8月～2007年2月   

【対象者】  

症例群（指定入院医療機関に入院となった者）：25名（男性21名、女性4名）  

対照群（症例群と性別・年齢、診断名、重大な他害行為の一致する措置入院者）：25名  

i【平均年齢】  

症例群：男性35．7±7．2歳、女性 37．8±6．8歳  
対照群：男性35．8±7．7歳、女性36．3±2．5歳  
ヽヽ   



医療観察法による入院者と措置入院者の拘束状況等の比較②  

（注）医療観察法入院では、入院決定前に原則2ケ月の鑑定入院が行われていることを踏ま   
え、本研究では、対照群（措置入院者）では、入院期間60日以降の状況を調査している。   Ⅱ 拘束・隔離の実施状況  

P＜0．05  
isher’s exact test  

、ニエ、．コ亡』F∵．、、ユ：⊥ニーぷ淋ilぷ＿▲一心瓜、払；－二iじ⊂紬  

Ⅲ医療観察法による医療のうち拘束等の減少に貢献していると予想される試み 賢  

教育と研修の実施  

※ 各要素の個別の効果を十分に明らかにしたとは言えない。  60   



精神疾患による入院患者数の推移  
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325．9   329．4  320．9   324．3   

平成8年  平成11年  平成14年  平成17年  

資料：患者調査61   



任意入院患者の開放処遇の状況  
（平成18年6月30日現在）  
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資料：精神・障害保健課調  
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精神保健及精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十七条第一項  

の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（厚生省告示第百三十号）（抄）  

第五 任意入院者の開放処遇の制限について   

一 基本的な考え方  

（－）任意入院者は、原則として、開放的な環境での処遇（本人の求めに応じ、夜間を除いて病院の出入りが自由に可   
能な処遇をいう。以下「開放処遇」という。）を受けるものとする。  
（二）任意入院者は開放処遇を受けることを、文書により、当該任意入院者に伝えるものとする。  
（三）任意入院者の開放処遇の制限は、当該任意入院者の症状からみて、その開放処遇を制限しなければその医療   
又は保護を図ることが著しく困難であると医師が判断する場合にのみ行われるものであって、制裁や懲罰あるいは   
見せしめのために行われるようなことは厳にあってはならないものとする。  

（四）任意入院者の開放処遇の制限は、医師の判断によって始められるが、その後おおむね七十二時間以内に、精神   
保健指定医は、当該任意入院者の診察を行うものとする。また、精神保健指定医は、必要に応じて、積極的に診察  
を行うよう努めるものとする。  
（五）なお、任意入院者本人の意思により開放処遇が制限される環境に入院させることもあり得るが、この場合には開   
放処遇の制限に当たらないものとする。この場合においては、本人の意思による開放処遇の制限である旨の書面を   
得なければならないものとする。   

二 対象となる任意入院者に関する事項  

開放処遇の制限の対象となる任意入院者は、主として次のような場合に該当すると認められる任意入院者とする。   

ア他の患者との人間関係を著しく損なうおそれがある等、その言動が患者の病状の経過や予後に悪く影響する場合   
イ 自殺企図又は自傷行為のおそれがある場合   

ウ ア又はイのほか、当該任意入院者の病状からみて、開放処遇を継続することが困難な場合   

三 遵守事項  

（－）任意入院者の開放処遇の制限を行うに当たっては、当該任意入院者に対して開放処遇の制限を行う理由を文書   
で知らせるよう努めるとともに、開放処遇の制限を行った旨及びその理由並びに開放処遇の制限を始めた日時を診  
療録に記載するものとする。  

（ニ）任意入院者の開放処遇の制限が漫然と行われることがないように、任意入院者の処遇状況及び処遇方針につい  

て、病院内における周知に努めるものとする。   



行動制限・入院中の処遇について  

現状と課題  

○ 在院患者に占める隔離一身体拘束の割合は、  
都道府県等によって大きく異なっており、隔離・  
身体拘束に関する指導も都道府県等によって  

統一されていないとの指摘がある。   

○ 医療観察法対象者と措置入院患者を比較し  

た研究においては、（D病室の個室化や治療ス  
テージに応じたユニット等の病棟の構造、②手  
厚い人員の確保や多職種によるチーム医療等  

の医療の内容が、拘束等の減少に資する可能  
性があることが示唆されている。   

○ 一方で、精神疾患を主傷病としながら精神病  
床以外の病床に入院する患者数が増加してい   

る。  

● 処遇の基準や指導監督基準等の見直しや、病室の個室   
化や個々の患者の病状に応じた多職種による個別処遇の実   

施、手厚い人員の確保等、隔離・身体拘束の最小化を図るた   
めの取組についてどう考えるか。  

● また、認知症や身体合併症の増加等を背景として、今後、   
精神疾患を有する者が精神病床以外に入院することが更に   

増加することが予想されるが、こうした患者のうち、特に精神   

症状により行動制限を必要とする者に対する処遇について、   
どのように考えるか。  

○ 任意入院患者については、現行制度上、開  
放処遇を原則としつつ個々の患者の病状に応  

じて閉鎖処遇を行うことも可能となっているが、  
実際には、閉鎖処遇を受ける任意入院患者が   

多くみられている。  

● 任意入院患者も含め、個々の患者の病状の変化等に対   
応して適切な処遇が実施されることを促す方策について、ど   

のように考えるか。  
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